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2.7.2 調査結果一覧表
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P2 張出しでは破
断はない

第 2､3 径間連続ケーブルの破断 3
本はいずれも排水管漏水経路上
の破断。

第 2 径間連続ケ
ーブルでは破断
はない。

第 1 径間連続ケーブルの破断
は当初発見の 9 本のみ。
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◇ 妙高大橋の今後の対応

これまでの調査および検討結果から、以下のことが明らかとなった。

①グラウト未充填のケーブルが多く、凍結防止剤を含んだ路面排水がシース内に浸入しケーブル破断が進行し

ていること、またＰＣ鋼材とコンクリートの付着がない（アンボンド状態）ことや、セグメント継目の段差

による断面性能損失などにより、現況の耐荷力が著しく低下している。

②外ケーブルの配置に限界があり、試算の結果、外ケーブル補強しても破壊安全度を道示基準まで回復できな

い。

③グラウト未充填箇所は虫食い状態のため、未充填箇所を全て再グラウトすることは困難で、耐荷力低下の影

響が大きいアンボンド状態を改善することは極めて困難である。

④破断していないケーブルグラウトでも塩化物が発錆限界量を超えており、将来の破断進行が想定される。

⑤載荷試験時の荷重状態までは構造的に問題ないことが確認できた。

以上のことから、以下の方針で対応するものとする。

今後のスケジュール

暫定補強対策

架 替 え 準 備

現 橋 撤 去

緊急対策監視

モニタリング

橋梁定期点検

詳 細 調 査

迂 回 路 協 議

H23年度完了予定

計画･調査･設計 用地取得 下部工施工 上部工施工

架替え完了まで実施

定期的に劣化進行状況を確認

高速道、旧道迂回事前調整

抜本的対策として架替えを行うこととし、以下の方針とする。

方針１ 18 号の近くに代替路線がないことや高速への代替は地域への影響が大きいこと、

載荷試験時の荷重程度であれば安全性に問題がないことが確認できたことなどか

ら、当面現橋を継続供用とする。

方針２ 架替えに備えた準備を開始する。

方針３ 架替え完了まで最低約 10 年を要するため、補強と管理の両面で暫定対策を実施す

る。

方針４ 補強は、架替えまでの短期間の対策として外ケーブル補強することとし、同時に

橋面防水、排水装置改良、伸縮装置の非排水化等の損傷原因の除去を早期に実施

する。（Ｈ23 年度予定）

方針５ 管理は、モニタリングや定期的な詳細調査等を実施するものとし、破断の進行状

況把握と交通規制実施等の判断材料とする。

方針６ 万が一に備え、関係機関と調整するなど万全の体制を取る。
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◇ 暫定対策の検討

暫定対策としては、補強と架替えまでの管理が課題である。

・補強対策検討

補強する場合の課題と対応方法を以下に示す。

①補強の効果を架替えまでの約 10 年と想定すれば、構造系を変化させる補強は、破断で損失したプレストレス

量は実際には不明確であることや、今後のケーブル破断の進行によりたわみや応力性状を変化させ管理を複雑

にするため、補強としては最終案として考える。

張弦構造補強 斜張橋化補強

②外ケーブル補強しても現行基準の安全度まで回復できないため、配置できる最大限のケーブル量を配置する。

③これまでのモニタリングによれば、損傷がありながら比較的安定した観測値となっている。このため、外ケ

ーブル補強は今後の変形を抑えることを目的に、大きな張力で緊張するのではなく、緊張による状態の変化

を小さく抑え、待受け的な補強とするのが良いと思われる。

④外ケーブルは、今後の破断の進行を考慮し、再緊張できる定着装置を用いて段階的な緊張補強が可能な構造

とする。（再緊張側はネジ定着方式が有利である）

⑤第 1 径間とＰ1 支点部はプレストレスの損失が左右で偏っており、Ａ1桁端が平面的に下流側（車道側）に変

形していることから、外ケーブルの張力は左側(歩道側)をやや多く導入し、偏心曲げ状態を幾分改善するよ

うにする。

⑥段階補強のイメージを示す。初期緊張力はたるみ防止＋α程度とし、歩道側ケーブルから変形を監視しなが

ら緊張する。

第 1径間部の補強イメージ

右側(歩道側) 左側(車道側) 備考

配置本数 7Ｓ12.7 30 本 30 本 有効張力 700kN/本

破断本数 9 本 0 本 概算損失 6,300kN

外ケーブル本数 19Ｓ15.2 3 本 3 本 有効張力 2,600kN/本

初期緊張力 有効張力に対し 50％ 30％
平均 40％ 概算張力 6,200kN
100％時 概算張力 15,600kN

現在概算偏心曲げ 5,600kN.m
改善偏心曲げ 2,400kN.m

⑦外ケーブルの大きさと配置方法については、以下の方法がある。

第 1案 大容量ケーブル桁内配置案

外ケーブル用の最大容量（Ｆ500 型）の規格を用いて、箱桁内に配置する案

桁補強用としてＦ500 型の実績はない。（現在、１橋施工中）

第 2案 一般容量ケーブル桁内外配置案

比較的実績のあるやや大型の外ケーブルの規格（Ｆ310 型）を用いて、箱桁の内外に

配置する案。

Ｆ310 型の実績はあるが、500 型と同程度の補強とすると桁の内側のほか、外側の配置

も必要となる。

橋名 形 式 目 的 施主 規格 施工年

山手橋 5-有ヒンジＰＣ箱桁 拡幅補強 広島市 310 型 2003

神島大橋 3-ＰＣ箱桁 拡幅補強 岡山県 310 型 2003

中濃大橋 3-有ヒンジＰＣ箱桁 ラーメン化 中部地整 310 型 2003

２案の概略図を作成し、比較表を以下に示す。

また第 1案で、万が一に備え、外側にも配置できる構造としておくことも考えられる。

⑧せん断補強、およびセグメント継目部については、せん断ひび割れなどの兆候は見られないことや載荷試験荷

重での安全性は確保されていることなどから、モニタリングや点検で監視することとし補強は行わない。た

だし、鉛直鋼棒の破断進行に備えるため、鋼板接着補強を実施する。



14

参考）外側配置を併用する場合
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外ケーブル補強方法比較表

第 1案 大容量ケーブル桁内配置案 第 2案 一般容量ケーブル桁内外配置案

概 要 ・外ケーブル用の最大容量（Ｆ500 型）の規格を用いて、箱桁内に配置する案。

・外ケーブルは待受けとして、大きな緊張力は導入しない。

・比較的実績のあるやや大型の外ケーブルの規格（Ｆ310 型）を用いて、箱桁の内外に配置する案。

・Ｆ310 型の実績はあるが、500 型と同程度の補強とすると桁の内側のほか、外側の配置も必要となる。

側 面 図

断 面 図

最大張力 19Ｓ15.2－6 ケーブル 0.6×Ｐu×6本＝2,800×6＝16,800kN

ケーブル外径 φ96

19Ｓ12.4－10 ケーブル 0.6×Ｐu×10 本＝1,800×10＝18,000kN

ケーブル外径 φ82

実 績 桁補強としてのＦ500 型の実績はない。施工中が１橋(浜名大橋) 桁補強としての 310 型の実績はある(3 橋)。

長 所 ・桁内での配置のため、点検、管理が容易である。

・ケーブル数が少なく配置が容易で経済的。

・ケーブルの荷重増加に対して伸びにくいため、変形抑止の面で有利である。

・定着部に大きな荷重が集中するが、待受けとして大きな緊張力を入れない場合は影響が小さい。

・定着部など１個所あたりの既設部材への負担が小さい。（横桁削孔径は 500 型とほぼ同じ）

・曲げやせん断に対してきめ細かい配置が可能。

短 所 ・定着部や偏向部の削孔規模が大きく、既設部材を傷めやすい。

・破断が著しく進むと、定着部に大きな荷重が集中し、とくにウェブへの影響が大きいため、十分な配慮が必要で

ある。

・集中配置の傾向のため、せん断用分力などきめ細かい配置が難しい。

・桁外側ケーブルは常時点検しにくいことや、気象に対する劣化など点検管理面が懸念される。

・偏向部での横締め工の設置等が必要であり、既設部材の改造が大きい。

・外側配置は、排水管の取替えが必要。

・外側ケーブル配線のため、現在の足場をより強固にする必要がある。

評 価



17

◇ 暫定対策の検討

架替えまでの間、管理手法と管理基準を明確にして現橋を管理する。

管理手法 ： 現橋を供用する間、自動計測やＣＣＴＶ常時監視、点検強化、定期的鋼材確認調査などのモ

ニタリングを実施する。

管理基準 ： 管理基準は、計算結果や 120ｔ載荷試験結果、これまでのモニタリング結果などからいくつ

かの管理レベルで設定し、対応策を明確にする。

現在、実施しているモニタリング状況と今後の予定を以下に示す。

架替えまでの間、自動計測や定期的な鋼材腐食確認調査を中心としたモニタリングを実施し、Ｈ23 年度の補強完

了までの 1年間については、張出しブロック目地調査やステージングを利用した回転灯設置など、管理を強化する。

モニタリング内容 測定位置 測定間隔 補強まで 架替まで 備考

実施中 自動計測装置 目地変位計 第 1径間 12 箇所 10 分 ○ ○

自動計測装置 たわみ計 第 1径間 2箇所 10 分 ○ ○

ＣＣＴＶによる監視 全体 常時 ○ ○

壁高欄天端の定期水準測量 全体 毎月 ○

橋梁定期点検 全体 5 年 ○

張出しブロック目地間隔調査 張出しブロック 1 回/週 ○ モルタルセンサー

検討中 外ケーブルの張力監視／自動計測 外ケーブル2箇所 10 分 ○ ○ ロードセル

桁-ステージング接触回転灯装置 第 1径間 常時 ○

光ケーブルによる監視 常時 ○ ○

詳細調査 全体 5 年 ○ ○ 鋼材腐食調査等

ユーザー情報提供 ○ ○

その他 日常パトロール ○ ○

特殊車両の通行規制 ○ ○

除雪の徹底 ○ ○

地震時異常点検 ○ ○

第 1径間ステージング ○

モニタリング管理基準（案）

管理レベル 対 応

注意レベル 自動計測装置の警報基準

を小さく設定し管理する

レベル．（警報設定値）

たわみ 15mm

（目地変位 0.2mm）

※目地変位については、

個々に設定し観察する。

・警報があった場合、直ちに自動計測値をＷｅｂで確認し、定時間隔で

監視する。

・ＣＣＴＶで変状発生の有無を確認する。

・日常パトロール担当に連絡を取り、交通状態や異常等の有無を確認す

る。

・変形の増加原因を推定する。

・原因の特定や除去ができ、その後、異常変位があらわれない場合は通

常体制に戻し、必要に応じて管理基準値の変更を検討する。

・注意レベルが頻繁にあらわれる場合は警戒レベルに移行する。

警戒レベル 変形の増加が注意レベル

から相当期間収まらず、

管理限界の 50％値のレベ

ル．

たわみ 20mm

（目地変位 0.3mm）

・注意レベルが継続し警戒レベルに達した場合は、専門技術者や橋梁ド

クターの現地調査を要請し、状態の確認と変形の増加原因を推定する。

・大型車が連行しないよう交通整理員を配置して交通誘導を開始し、緊

急レベル対応がとれる体制を準備する。

・詳細調査を実施し、損傷状況を把握する。必要に応じてはつり調査や

削孔内視鏡調査で破断の進行を確認する。

・委員会を招集し助言を受ける。

限界レベル 変形が管理限界に達する

レベル．

たわみ 40mm

（目地変位 0.5mm）

・交通規制を実施する。（旧道や高速へ迂回させる）

・外ケーブルの２次緊張が可能な場合は着手し、効果を確認した後、規

制を緩和する。

・効果が確認できない場合は迂回仮橋の構築等に着手する。

■たわみの管理基準の設定について

たわみの管理基準値の設定にあたって、指標となるたわみは以下のものがある。

①載荷試験時の最大たわみ 14mm

載荷試験時は最大たわみ位置で測定していなため補正して求める。

測定位置 8mm／計算値 14mm×支間部最大計算値 23.7mm＝13.7mm

②これまでのモニタリング最大 12mm（観測期間 9／1～2／14）

③Ｂ活荷重＋群衆たわみ計算量 46.2mm

（ＴＬ20＋群衆たわみ計算量 39.1mm）

④許容たわみ量 64.2ｍ／600＝107mm

⑤ＰＣケーブル破断による変形解析結果

完成時の初期状態（死荷重断面力）で、第 1 径間の連続ケーブルを段階的に無くしていった場合の非線形

解析結果を示す。

破断していない状態から、現在の 9本破断状態では 15mm たわみが増加していることになる。

また、ケーブル破断が 15～20 本を超えるとたわみが急増する。この時のたわみの増加量は 30～40mm であ

る。

⑥外ケーブルを 40％緊張すると、10mm そり上がりが生ずる（線形棒解析による）。

⑦終局たわみの解析値は 200mm 以上である。

たわみ、水管式沈下計にて常時 10 分間隔にて計測しており、死荷重たわみの変化のほか活荷重たわみを含んでい

る。このため、死荷重たわみの増加や活荷重たわみに対して、管理基準値を設定することは困難である。

活荷重たわみの実際の最大値としてＢ活荷重の 1／2 程度を想定すれば 20～25mm となり、モニタリング最大値は

12mm であることから、常時の管理基準の第 1 段階は当面 15mm として管理する。15mm は、載荷試験時に確認したた

わみと同じであり、十分安全な量である。

管理上の限界値は、許容たわみ量 100mm、終局状態たわみ量などがあるが、変形解析の結果より、ＰＣケーブル

破断が進みたわみが急増を始める 40mm を目安とする。

これらの基準値は、外ケーブル補強後 10mm そり上がり補強後は設定を見直す必要があることや、これまでのモニ

タリングの結果、気温の変化による影響が大きいことなどから、今後適時、見直してモニタリングする。

以上より当面の基準として、注意レベルの警報時たわみを 15mm とし、左表の管理基準を設定した。

ＰＣ鋼材破断増加によるたわみ


